
我が国における「職業能力評価基準」に関する取り組みについて  

（職業能力評価基準とは）  

■業種別、職種・職務別に、必要とされる能力を担当者から組織・部門の責任者に必要とされる能力水準まで4つ  
のレベルを設定し整理■体系化。  

・仕事をこなすために必要な「知識」や「技術・技能」に加えて、どのように行動すべきかといった「職務遂行能力」  
を記述。  

・職務を確実に遂行できるか否かの判断基準となるよう、典型的なビジネスシーンにおける行動例を記述。  

■業界団体との連携のもと、企業調査の実施による職務分析に基づき策定。   

（実績）  

○業種横断的な経理・人事等の事務系職種の職業能力評価基準を策定。  
○業種別のものとして電気機械器具製造業、ホテル業、自動車製造業等23業種の能力評価基準を策定。   



就業形態別労働者1人平均年間総実労働時間の推移（年度）  
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パートタイム労働者の所定内労働時間  
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資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」  

（注）1調査産業計、事業所規模30人以上。  
2数値は、年度平均月間値を12倍し、小数点以下第1位を四捨五入したものである。  

3 昭和58年以前の数値は、各月次の数値を合算して求めた。  
4 一般、パートについては、平成5年から調査。  
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労働時間分布の長短二極化  

平成5年   平成16年   平成17年   平成18年   

週35時間未満の者   929万人   1237万人   1266万人   1205万人  

18．2％   23．6％   24．0％   22．5％   

週35時間以上  3625万人   3354万人   3384万人   3553万人  

週60時間未満の者  
71．1％   64．0％   64．1％   66．4％   

旨週60時間以上の者   540万人   639万人   617万人   580万人  

10．6％   12．2％   11．7％   10．8％   

合 計   5099万人   5243万人   5280万人   5353万人   

30代男性で過労働時間60時間以上の者  

平成5年   平成16年   平成17年   平成18年   

週60時間以上の者   153万人   200万人   199万人   188万人  

※ 資料出所：総務省「労働力調査」  

※ 上の表は雇用者についてのもの。ただし、「30代男性で過労働時間60時間以上の者」については、統計上の制約から、雇用者のみ   

の数値が得られないため、下の表は雇用者だけでなく自営業主と家族従業者を含んだ就業者数により作成。  
1ェ：・   



労働時間の国際比較  

過労働50時間以上の労働者割合（2000年）  （時間）  諸外国の年間総実矧動時間  

日本   28．1   

アメリカ   20．0   

イギリス   15・5 

ドイツ   5. 3 

フランス   5．7   

イダノア   4．2   

オランダ   1．4   

ベルギー   3．8 

デンマーク   

スウェーデン   5・1書    1・9ぎ   

フィンランド   4. 5 

オーストリア   20．0  

ニュージーランド  21・3   
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日本  アメリカ  イギリス  ドイツ  フランス   

室料出所）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2006」  
注1）製造業、生産労働者のもの。2003年の値。  
2二事業所規模は、日本人5人以上、アメリカは全規模、その他は10人以上。  

資料出所）lLO“VVorkingtimeandvvorkersdreferencesinindusl：rialcountr盲es  
Findingthebalance”（2004）  
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出典：厚生労働省「平成15年版 厚生労働白書」  

16   



箇患錮－■1恥丑 有紀偶耶女性正牡れ一正鰻職■叶うlち遇榊疇間以上耽幕してい魯者の削骨と  

食酢柵殊出生率   

†、録  

沖鵬  

■I．綬J  

■仁丁  

胤隙こ  
両九翻  
く＞  

薫・叱¶  北開一搬疇甲鳩鰯  

パ
舟
 
 
山
缶
 
 
4
 
 
 

晶
m
離
崩
悔
出
藍
患
 
 

澗匹．， 蘭  

山触  
驚北九州  

㊥  
近■  

常馳神損料 蓼  

近畿  
閥緻禅  

■■  
沸尭  

智  
北磯韻  
●  

爾間猟  

11  

1∴iユ  

lO＿lコ  心§  1D  l＄  空＿巴I  葺J5  ニヨ萬  R5 4、曇コ：1・一  

湘埠間以上軌鍵し羊－・l協載’動脈歯  

拇㈲艶   線＊艦  －●禰間ヰニ ≠・穂閲巣山岩即答臨  ポ 叱独 ●鵜t■触 鶴洗眼 苛：海綿  

拇．増．蘭湖摘邪心剰  ご山張  出隋  悶澗  t肱胤鮎  〉慧潮来湘   ．刺繊   

櫛胸：醍澗蘭†髄脾膿払農林鯛削 ぎ二1朋碓∴庸盟労鵬雀r人口動態績針去：、r膵臓ア喋ごし′・だ情酢矧掛隙尉官作成  

出典：厚生労働省「平成15年版 厚生労働白書」  
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労働者1人平均年次有給休暇の推移（調査産業計、企業規模30人以上）  
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 9．0 9．19．19．5 9．4 9．4 9．1  9・0 8・9 8・8 8t8 8．5 8．4 8．4  

昭和60 61 62 63 平成元 2  3   4   5   6   7   8   9 10 1112 13 14 15 16 17年  
（資料出所）厚生労働省「就労条件総合調査」（平成11年以前は「賃金労働時間制度等総合調査」による）   

（注）1）「付与日数」には、繰越日数を含まない。  
2）「取得率」は、全取得日数／全付与日数×100（％）である。  
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労働時間等設定改善法の概要（平成18年4月1日施行）  

労働時間等設定改善指針概要  
労働時間等の設定の改善  

1基本的考え方  
①労働者の健康と生活に配慮するとともに多様な働き   

方に対応   

②労働時間の短縮   

③労使の話合いによる自主的な取組の推進   

2 事業主等が講ずべき措置   

①一般的な措置  

年次有給休暇の取得促進、所定外労働の削減等   

②特に配慮を必要とする労働者への措置   

・健康の保持→労働時間の短縮、深夜業の回数減  

少等   

・育児・介護→育児休業、介護休業、勤務時間の短  
縮等  

一 妊娠中・出産後→産前産後休暇、保健指導■健康  
診査の時間確保等  

一 自発的な職業能力開発→有給教育訓練休暇、長  
期教育訓練休暇等   

労働時間、始業・終業の時刻、休日数、年次有給休暇の日数  
や時季等の労働時間等に関する事項の設定を労働者の健康と  

生活に配慮するとともに、多様な働き方に対応したものへ改善  
すること  

事業主は、労働時間等の設定の改善を図るため、必要な措置  
を講ずるよう努めなければならない  

国は、事業主等に対し援助等を行うとともに、必要な施策を総  
合的かつ効果的に推進するよう努めなければならない  

労働時間等設定改善指針（大臣定め）の策定  

事業主等が労働時間等の設定を改善するという努力義務に適  

切に対処できるよう、具体的取組を進める上で参考となる事項を  
掲げるもの  

労働時間等設定改善委員会  

労使間の話合いの機会を整備するため労働時間等設定改善  

委員会を設置  

一定の要件を充たす委員会には、労使協定代替効果、届出  
免除といった労働基準法の適用の特例  

労働時間等設定改善実施計画  

2以上の事業主が共同して作成し、大臣承認を受けた場合、  
計画内容の独禁法違反の有無を関係大臣が公正取引委員会  

と調整  



労働時間設定改善コンサルタント制度について   



′′  

」＿＿蟄飽墜蜘印サた喝盤卑堆選  
労働時間等設定改善指針の策◆定を踏まえ、長時間にわたる時間外労働の是正、計画年休制度の普及等による年次有給脚隠嘩取   

得促進比重庶を置齢た取組みを推進する   

こも き執拗時間等設定改善援助事業の実施  

仕事の内容や進め：引こまで踏み込んだ助言・指導を行う専門家を地域の主要な事業主団体に配置し、労働時間等の設定改善に積極的に取  
甘組む斡か企業団体に対して、個々の会員事業場の実情を踏まえた指導、援助を行う   

帯一 票酎観時間等設定改善推進助成金の支給  

u 労働時間等の設定改善（計画年休制度の導入又は連続休暇の取得促進等）を団体的取組として行う中小企業団体に謝し助成を行う  

望り代後半から3り代の労働者の労働時間等の設定の改善を重点的に取り組む中小企業団体に対して上乗せして助成を行う   

百ニ≠  絡に時間外労働が長い事業場の事業主に対する自主的取組の推進  

山 

． 

都道府県労働局において、労働時間等設定改善に関する相談への対応や助言・指導を行う  

2の代後半から30代の労働者の労働時間等の設定の改善を促進するため重点的な助言■指導を行う。  

穂事と生活の調和に侮る社会的気運鴫盛  

昼ニ㍉巨仕事放生藩の調和推進会議の開催  

労使をはじめ地域の関係者が仕事と生活の調和の重要性について認識を共有するとともに、その実現に向けた各企業における臨宜的な取  

組みを促すための会議を開催する  

乾こ一 徳事故生活の調和キャンペーンの推進   
山 企業の労使関係者の参集を求めシンポジウムを開催する等により関係労使をはじめ、広く国民が仕事と生活の調和の重要性悌必要性を踏  
ま克た取組みを行うための社会的気運の醸成を図る   



労働時間等設定改善関係事業と地方自治体との連携艦莞願頂  
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テ レ ワ ー ク の 普 及 促 進 に つ い て  

丁  レ  ウ  ク  と  は  

情報通信技術（lT）を活用して、場所や時間に制約されずに働くこと ※eTJapan戦略Ⅰ  

：三∴・  

01Tを活用し、多様な就労形態を選択することにより、一人ひとりがより創造的な能力を最大の能率で発揮しうる社会を実現  

○就業と家事・育児・介護の両立が可能となるなど、男女が共同して参画する社会を実現  

2 3   




